
Q その他に身近でできる治水蓄雨は？

 雨水タンクを設置して、散水等に積極的に雨水を
利用することで降雨時の貯留容量を確保しよう。

 雨樋（竪樋）を切断して，下水道に流す前にできる
ことを考えてみよう（例えば、雨庭等の緑地で雨水
を地中に浸透）。

 駐車場はコンクリート等で全てを舗装せずに、部分
的に緑化して雨水を地下に返す「隙間」を作ろう。

←雨樋（竪樋）を切断し、
雨水タンクに導水

●雨による災害はどのくらい起きてる？

●雨による災害が起きたら… こんなに大変！

●どうしてみんなの家でも治水蓄雨が必要なの？

全国の市区町村の内、2006～2015年の10年間に一度も河川氾濫等による
水害が起きていない自治体は、たったの49市区町村、全体の2.8%しかあり
ません（国土交通省「水害統計」より）。令和元年の水害被害額（暫定値）は、
全国で約2兆1,500億円となり、新潟・福島豪雨や台風23号などにより全国
各地で激甚な水害が多発した平成16年の被害額（約2兆200億円）を上回り、
1年間の津波以外の水害被害額が統計開始以来最大となりました。

もし実際に雨による災害が発生し、自宅が浸水したらどれだけの被害が出るのでしょうか。JA共
済連による試算（さいがいのねだん：https://nedan.ja-kyosai.or.jp/disaster/detail/suigai.html）で
は、延床面積99m2の2階建住宅の1階で床上浸水が発生した場合、泥の撤去や設備の点検・入
替えなどの補修工事と家財をあわせて約422万円の被害、床下浸水のみでも約33万円の被害が
見込まれます。これだけでも大変な被害金額ですが、多くの火災保険は床下浸水が補償の対象
外となっており、場合によっては床下に流れ込んだ土砂の除去・乾燥に掛かる費用などが被災者
の負担となってしまいます。

水害を防ぐためにはダム建設や河川改修等の大規模工事が重要で、私たち
個人に出来ることは無いように思えます。しかし、市街化が進んだ地域では、
豪雨の際に住宅地に降った雨が地下へ浸透できずに直接下水道や河川に
流れ込み、その量は(河川や下水道に流れる)水量全体の3割以上にも及ぶと
言われています。対策工事の想定を上回る豪雨が増加するなかで、流出の
最上流であるそれぞれの自宅敷地内で雨水をとどめる治水蓄雨の取り組み
が広がれば、被害の軽減に大きな効果を発揮することでしょう。

自宅から出る雨水を少しでも減らそう

家庭でもやろう！

都市域や豪雨の増加によって河川に
流れ込む量が増えてしまった雨水を、
それぞれの家庭でとどめることで、雨
による災害の被害を緩和しましょう。

Q 「雨水貯留浸透施設」って何？

家庭で治水蓄雨を行う場合に有効なのが、集めた雨
水を一時的に地下に貯め、少しずつ土中に浸透させ
て大地へ返していく「雨水貯留浸透施設」です。実は
新築・増改築の際に条例などで設置を求められること
が多いため、すでにご自宅にあるかもしれません。

Q 治水蓄雨のための助成制度は？

多くの自治体で、雨水貯留浸透施設や雨水タンクの
設置を促進するため、費用の一部を支援する助成制
度が整備されています。まずはお住まいの自治体に
確認の上、ぜひご自宅への設置をご検討ください。

蓄雨についてもっと詳しく知りたい方はこちら

Facebook 蓄雨 ⇒

1年間の水害被害額（名目額）
第36回 雨水貯留浸透技術講習会 講演資料集より

東京23区平均・降雨強
度100mm/hの計算例

土地利用用途と雨水
流出量の割合

出典：日本建築学会「雨
水活用技術規準」

雨水浸透ますの設置例 樹脂製浸透トレンチの設置例
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治水蓄雨
ち す い ち く う

蓄雨とは？
蓄雨解説動画 ⇒

日本建築学会 あまみず普及小委員会
問合せ先：笠井利浩【chikuu@googlegroups.com】

本紙は、日本建築学会環境基準をもとに作成時点での学術的知見を踏まえて「蓄雨」の考え方や可能性を示すもので、法

令等の補完や根拠を示すものではありません。また、本会は本紙に起因する損害に対しては一切の責任を有しません。



● 洪水時の浸水想定（危険な場所）を知る

国土交通省の浸水ナビでは、浸水想定区域図を電子
地図上に表示することができます。また、各自治体で
は洪水ハザードマップや内水ハザードマップなどを作
成し、情報を発信しています。

⇒ 詳しくは、右下のQRコードからFacebook蓄雨へ

● CSR【企業の社会的責任】を果たすために

●土地利用や立地に適した治水蓄雨を考える

●設置事例

雨による災害は自分の敷地だけではなく、広範囲に影響を及ぼします。そのため、地域、
流域単位での対策が重要であり、一定規模の開発事業に対しては雨水の流出抑制施設
の設置を所管の自治体が義務化・指導しています。他方、当の企業はそのような施設が
設置されていることすら知らないことも珍しくなく、維持管理を怠ると、万が一の大雨時に
施設の機能を果たさず、水害を助長する可能性（危険性）があります。CSR【企業の社会
的責任】として、まず自分の敷地に流出抑制施設が設置されているか否か、設置されて
いれば、その流入部や点検管理施設を皆さんの目でご確認ください。

自治体が定める流出抑制の必要対策量は、企業の皆さんにとって必ずしも必要十分とは限らないことを理解することが
重要と考えられます。例えば、多くの自治体では計画降雨（降雨強度60mm/h等）を定めて必要対策量を設定しますが、
企業の生産拠点や物流倉庫等、洪水や浸水等による水害が企業の業績に壊滅的なダメージを与えるような利用用途の
場合には、自治体の定める必要量以上の対策を講じる必要性について議論してみてはいかがでしょうか。また、河川の
上流域では積極的に雨水を浸透させることで平常時の河川流量の確保に努める、地下水位が高い場所でも建物の構造
を利用した躯体一体型の雨水貯留槽を設置する等、その立地に適した方法をご採用いただきたいと思います。

治水蓄雨に資する技術としては、屋内外に設置され
る雨水タンク、駐車場や間地の下などに設置される
コンクリート製や樹脂製の雨水貯留槽、建物躯体の
地下空間を利用する雨水貯留槽、緑溝（バイオスエ
ル）などがあります。

⇒ 詳しくは、右下のQRコードからFacebook蓄雨へ

建築敷地で雨水をとどめよう

企業でもやろう！

治水蓄雨は豪雨対策として必須です。
何時発生するか分からない想定外の
雨に備え、適切な維持管理を行うこと
も企業の責務です。

● みんなで始める防災・減災
～国民一人一人ができること～

国土交通省では、抜本的かつ総合的な防災・減災対
策の確立を目指すため、令和2年1月に、新たに「総力
戦で挑む防災・減災プロジェクト ～いのちとくらしをま
もる防災減災～」を立ち上げました。河川・下水道管
理者等による治水に加え、流域のあらゆる関係者
（国・都道府県・市町村・企業・住民等）で地域の特性
に応じた水災害対策を流域全体で行う「流域治水」へ
の転換、流域に関わる関係者全員で水災害に備える
ことが求められています。

「みんなで始める防災・
減災」パンフレット
（国土交通省）

流域治水の定義

気候変動の影響による水災害の頻発
化・激甚化等を踏まえ、堤防の整備、ダ
ムの建設・再生などの対策をより一層
加速するとともに、集水域（雨水が河川
に流入する地域）から氾濫域（河川等
の氾濫により浸水が想定される地域）
にわたる流域に関わるあらゆる関係者
が協働して流域全体で総合的かつ多
層的な水災害対策を行う考え方

H16年台風23号災害時の豊岡総合庁舎駐車場の浸水状況
第36回 雨水貯留浸透技術講習会 講演資料集より

蓄雨についてもっと詳しく知りたい方はこちら

Facebook 蓄雨 ⇒

SDGs と 治水蓄雨

樹脂製貯留槽の例 緑溝（バイオスエル）の例

治水蓄雨
ち す い ち く う

蓄雨とは？
蓄雨解説動画 ⇒

日本建築学会 あまみず普及小委員会
問合せ先：笠井利浩【chikuu@googlegroups.com】

● 助成制度などを活用

雨水の流出抑制施設の設置に対して、民間事業者が
活用可能な助成制度などをご存知でしょうか。

【事業名】
社会資本整備総合交付金
下水道事業
新世代下水道支援事業制度
水環境創造事業
（水循環再生型）

【News】 容積率緩和制度
都市における水害対策の促進
に係る容積率緩和の考え方に
ついて、令和2年9月7日付けで
国土交通省から地方公共団体
あてに通知が発出されました。
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